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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 令和２年度 令和元年度 伸び率 

予算総額 １７８，９７５，３２３千円 １７５,０２０，４１１千円 ２．３％ 

一般会計構成比        ９．１ %         ９.３%    － 

 

  【埼玉県国民健康保険事業特別会計】 

予算総額 ６０４，５１１，３０１千円 ６１６,４０１,５４５千円 △１．９％ 

 

 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ きめ細かな少子化対策の推進 

  Ｐ １     ウェルカムベイビープロジェクトの推進【健康長寿課】 １,２８８,７５６ 

  Ｐ ２     埼玉版ネウボラの推進【健康長寿課】           ２９５,２９６ 

 

 ２ 生涯を通じた健康の確保 

  Ｐ ３  一部新規  健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進【健康長寿課】  ３７１,０７２ 

  Ｐ ４     糖尿病重症化予防対策の実施【健康長寿課】       １６５,２４０ 

  Ｐ ５  新規 循環器病対策の推進【疾病対策課・保健医療政策課】     ２,１８１ 

  Ｐ ６     がん対策の推進【疾病対策課】             １５１,５５２ 

  Ｐ ７     がん検診受診率向上の推進【疾病対策課】        １０７,９９９ 

  Ｐ ８     がんワンストップ相談の実施【疾病対策課】         ３,９１５ 

  Ｐ ９  一部新規  自殺対策の推進【疾病対策課】             １７４,０８１ 

 

 ３ 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり 

  Ｐ１０  一部新規  在宅医療提供体制の整備推進【医療整備課】        ９７,９９５ 

  Ｐ１１     訪問看護体制の充実【医療人材課】            ２７,２２１ 

  Ｐ１２     地域在宅歯科医療体制の推進【健康長寿課】       １３２,７３８ 

  Ｐ１３  一部新規  熱中症予防対策の強化【健康長寿課】           １９,９５６ 

 

 ４ 地域医療体制の充実 

  Ｐ１４  一部新規  救急医療体制の強化【医療整備課】              ２７９，２４８ 

  Ｐ１５  新規  外国人患者の受入環境の整備【医療整備課】            １０，９９５ 

  Ｐ１６  新規  難病早期診断体制の整備【疾病対策課】          １６,４００  

  Ｐ１７      移行期医療支援体制の整備【健康長寿課】                 ５，１７７ 

 

 



 －総括２－ 

 

 ５ 医師・看護師確保対策の推進 

  Ｐ１８  一部新規  医師確保対策の推進【医療人材課】           ８５７,４５８ 

  Ｐ１９    看護職員確保対策の推進【医療人材課】       １,０４４，６０６ 

 

 ６ 危機管理・防災体制の強化 

  Ｐ２０  新規 保健所への自家発電設備の緊急整備【保健医療政策課】  ３５１，６１０ 

  Ｐ２１  新規 災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成【薬務課】   ２,７２４ 

 

 ７ 人と動物が共生する社会づくりの推進 

  Ｐ２２      犬猫の殺処分数削減の推進【生活衛生課】          １０,０２３ 

 

 ８ 食の安全・安心の確保 

  Ｐ２３        食の安全・安心の確保【食品安全課】           ８９,５３０ 

  

 ９ 国民健康保険事業の運営等 

  Ｐ２４      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】   ５３,４１６,６７９ 

  Ｐ２５    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】     ７４,１１０,９０５ 

 

 



                                  

- 1 - 

 ウェルカムベイビープロジェクトの推進 

 

    担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                            内線 ３５６１  

    

１ 目  的 

  晩婚化が進展している中で、不妊の問題は一層深刻となっている。そこで、少

子化対策の一環として子供を望む夫婦の不妊検査・不育症検査に対して助成をす

ることで早期の治療につなげる。特定不妊治療に助成を行うとともに早期の不妊

治療を促すための上乗せ助成を実施する。あわせて若い世代に対し、正しい知識

の普及啓発を展開する。 

 

２ 予算総額     １，２８８，７５６千円 

 

３ 事業概要 

（１）特定不妊治療への助成            １，１２０，１１１千円 

   体外受精及び顕微授精に要する費用の一部を助成 

   男性不妊の初回治療に係る費用の一部を助成 

（２）不妊に係る支援                 １５０，８０２千円  

  ア 不妊症検査（こうのとり健診推進事業）（夫婦そろって早めに受診しても

らうため、不妊検査費を助成（対象：妻年齢４３歳未満夫婦）） 

  イ 早期不妊治療費助成（妻年齢３５歳未満夫婦の初回特定不妊治療費助成）   

  ウ ２人目以降特定不妊治療費助成（２人目以降に係る特定不妊治療費助成は

国の回数制限を超えて助成） 

（３）不育症に係る支援                  ６，７６０千円 

   不育症検査費を助成（対象：妻年齢４３歳未満夫婦） 

（４）普及啓発及び相談                 １１，０８３千円  

  ア 新高校２年生全員に正しい知識についてわかりやすくまとめた冊子を配布 

  イ 高校・大学等を対象とした出前講座の実施  

  ウ 婚姻届提出時、ダイアモンド✡ユカイ氏（埼玉県こうのとり大使）のメッ

セージカードを配布 

  エ 不妊・不育症に係る電話相談を平日、土曜及び夜間に実施 

 



－２－ 

 埼玉版ネウボラの推進 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                           内線 ３５５２      

１ 目  的 

妊娠・出産・育児の様々な相談にワンストップで応じ、妊娠期から子育て期に

わたるまで切れ目のない支援体制を担う「子育て世代包括支援センター」（埼玉

版ネウボラ）の全県展開を図る。また、核家族世帯の割合が高い本県において孤

立化しやすい産婦への本県独自の取組として「産後うつケア」や「産後健診」を

推進できるよう市町村を支援し、安心して産み育てられる環境づくりを進める。 

 

２ 予算総額     ２９５，２９６千円 

 

３ 事業概要 

（１）子育て世代包括支援センターの整備促進・支援   １５５，９０２千円  

「子育て世代包括支援センター」を設置・運営する市町村に対し、保健師等

専門職員の人件費等の運営経費や改修費等の開設準備経費を助成する。 

 

（２）産後うつケアの推進                １３，０５０千円 

産後うつ病の予防や早期発見等のため、専門の質問票による産後うつ病のス

クリーニング等に取り組む市町村に対し実施経費を助成する。 

 

（３）産後健診の推進                  １９，４７０千円 

心身が最も不安定になると言われる産後１か月の時期に行う産後健診の費用

を負担する市町村に対し助成する。 

 

（４）乳児家庭の全戸訪問支援等            １０６，８７４千円 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し養育環境等の把握を行い、

養育支援が特に必要な家庭に対して支援を行う市町村に対し助成する。 

また、早期に養育支援の必要なリスクの高い妊産婦について産科医療機関等

と市町村が連携して把握するネットワークを構築し、研修会等を実施する。 

 

 

 

（保健師、助産師、ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ） 

相 談 

助言・指導 

支援プラン 

 

子育て世代包括支援センター （実施主体：市町村） 
～妊娠から子育てまで もれなくキャッチ～ 

 

 
 産後健診推進事業  

 産後うつケア推進事業 

産後３か月頃までを 

手厚く支援 

http://3.bp.blogspot.com/-eyG-j5ANlOI/U57DAZpQBdI/AAAAAAAAhgA/XNw5q4vvuNo/s800/syussan_akachan.png
http://3.bp.blogspot.com/-qg77VZduUQk/V2ub12BzJmI/AAAAAAAA7sk/6jW0yuZUngkXKin5Yp0HvUrmh8iBIwmlgCLcB/s800/houmon_shinryou_shifuku.png
http://1.bp.blogspot.com/-YiMrAP7EsB8/WHG2KENyBNI/AAAAAAABA_k/mZSI74T0yvMpdLAd6RPk2oqGGmb0FRztACLcB/s800/ikuji_noiroze.png


                                  一部新規 

－３－ 

埼玉県コバトン健康マイレージ事業
スマートフォンアプリの魅力向上費拡充

スポーツ施設利用やスポーツイベント参加等、ウオーキング以外で
もポイントを付与し、様々な場面でマイレージを活用

プ
ッ
シ
ュ
通
知
機
能

*ウオーキング
*健康メニュー *スポーツクラブ

*運動教室
付与

ポイント付与

コバトン
健康マイレージ
ポイント 連携

企
業
と
の
連
携
促
進

参
加
者
拡
大

＋ ＋

参
加
手
続
の
簡
略
化

健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進 
 

    担当 健康長寿課 健康長寿担当、健康増進・食育担当 

                        内線 ３５７８、３５８６ 

 

１ 目  的 

  誰もが、毎日を健康で生き生きと暮らすことができるようにするため、「健康

長寿埼玉プロジェクト」を推進し、健康寿命の延伸と医療費の抑制を目指す。 
 

２ 予算総額     ３７１，０７２千円 
 

３ 事業概要 

（１）市町村の健康づくり事業への支援           ３，７７７千円  

   健康づくり事業を実施する市町村に対するノウハウの提供や市町村担当者の

情報交換会の開催などの支援を行う。 

 

（２）健康長寿サポーターの養成              ９，５８９千円  

   健康長寿の取組を県内に広めるため、市町村にサポーター養成費用を補助す

るとともに、企業等を対象とした養成講習を行い、サポーターの拡大を図る。 

 

（３）埼玉県コバトン健康マイレージの実施（一部新規） ２９０，２０２千円  

   ウオーキングや特定健診の受診などによりポイントを貯め、抽選により賞品

が当たる「埼玉県コバトン健康マイレージ」を運用する。ポイント付与機能に

よる企業との連携の強化や参加手続の簡素化を行い、参加者の拡大を図る。 
 

（４）健康経営実践企業の支援               ３，７２１千円  

   従業員等の健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する健康経営に取

り組む企業・団体を認定する。 
  

（５）受動喫煙防止対策の推進              ６３，７８３千円 

   健康増進法の順守に向けた普及啓発、認証制度の推進など、受動喫煙防止対

策を推進する。 



                                  

－４－ 

糖尿病重症化予防対策の実施 

 

                      担当 健康長寿課 健康長寿担当     

                      内線 ３６６３ 

 

１ 目  的 

 レセプトデータ等の分析に基づき、糖尿病の重症化を予防するとともに、医療費

の適正化を推進する。 

 

２ 予算総額     １６５，２４０千円 

 

３ 事業概要 

 （１）レセプトデータ等を活用した糖尿病性腎症重症化予防対策の実施 

    国民健康保険の被保険者を対象に、市町村が、 

 ・ レセプト・健診データを分析し、ハイリスク者を抽出する。 

 ・ 糖尿病治療の未受診者、中断者に対して受診勧奨を行う。 

 ・ 通院中のハイリスク者に対して、かかりつけ医との連携の下、重症化予防

の保健指導を実施するとともに、保健指導修了者には継続支援を行い、人工

透析への移行を回避する。 

 

（２）医療費抑制効果の推計 

   平成２６年度から開始した糖尿病性腎症重症化予防対策について、医療費抑 

  制効果を推計する。 

 

※財源に国民健康保険事業の保険給付費等交付金（特別交付金）の一部を活用。 

 

現状と課題

通院している人には

→ 保健指導
継続支援

人工透析前 人工透析後

約50万円/人・年 約500万円/人・年

人工透析になると・・・

取 組

通院していない人には

→ 受診勧奨

健康寿命の延伸 医療費の適正化

糖尿病重症化予防対策事業

【埼玉県医師会、埼玉糖尿病対策推進会議、県】

「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」
を作成

【市町村、埼玉県国民健康保険団体連合会】

健診・レセプトデータから
ハイリスク者をピンポイントで特定

H13 H25

糖尿病患者数 （人）

H13

152,000
330,000

H13 H29

人工透析患者数 （人）

H13 H29

9,962
17,969

H28

＋ 市町村独自の
取組を支援

人工透析への移行を回避



                                  新   規 

－５－ 

循環器病対策の推進 
 

            担当 疾病対策課 総務・疾病対策担当 ３(1) ３５９３ 

               保健医療政策課 企画・構想担当 ３(2) ３５２９ 

 

１ 目  的 

  脳卒中、心臓病その他の循環器病は、医療や介護を要する原因となる大きな健康

問題であり、「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に

係る対策に関する基本法」が令和元年１２月に施行された。 

  法に基づく都道府県循環器病対策推進計画の策定と併せて循環器病重症化予防プ

ログラムを検討し、総合的な循環器病対策を推進する。 

 

２ 予算総額     ２，１８１千円 

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県循環器病対策推進計画の検討            １，６６３千円 

  ア 循環器病対策推進協議会の設置 

    循環器病患者等、救急業務従事者、保健・医療・福祉関係者、学識経験者等 

   で構成される循環器病対策推進協議会を設置し、施策の検討、協議を行う。 

  イ 循環器病対策推進計画骨子案の作成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）循環器病重症化予防プログラムの検討             ５１８千円 

  ア 循環器病重症化予防プログラム検討委員会の設置   

    医療関係者、保険者等で構成される委員会を設置し、プログラムの検討、協 

   議を行う。 

  イ プログラムの内容 

    ハイリスク者の抽出基準及び保健指導の介入方法 

 

埼玉県循環器病重症化予防プログラム策定

未受診者
受診中断者 通院者

受診勧奨 保健指導
継続支援

抽出健診・ﾚｾﾌﾟﾄ
データ ハイリスク者

○循環器病の予防等の推進 

○患者の搬送及び受入に係る体制の整備 
・患者の搬送及び医療機関による迅速な受入 
・救急救命士、救急隊員への研修機会の確保 

○医療機関の整備 
・専門的な医療の提供を行う医療機関の整備 

・保健･医療･福祉に関する情報収集､提供体制整備 
○情報の収集提供体制の整備 

・医療機関等の連携協力体制整備 

・患者及びその家族への相談支援の推進 

・従事者への研修機会の確保 

○循環器病患者の生活の質の維持向上 

○人材育成 
(保健､医療及び福祉の業務） 

・人材育成及び資質向上 

・循環器疾患の発生要因や対応 
方法に関する啓発及び知識の普及 
・禁煙及び受動喫煙防止に関する 
取組等 

健康・予防 急性期・回復期医療  在宅医療・終末期 

「埼玉県循環器病対策推進計画」：循環器病に関する切れ目ない対策 

基
本
的
施
策 



                                   

－６－ 

がん対策の推進 

 

    担当 疾病対策課 がん対策担当 

                                            内線 ３５９９       

 

１ 目  的 

  本県のがんの実態把握や、がん検診の受診促進、がん検診精度の向上により、

がんの早期発見・早期治療に繋げるとともに、がん医療提供体制の充実を図るほ

か、若年がん患者への支援を行うなど、がん対策を総合的に実施する。 

 

２ 予算総額     １５１，５５２千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん対策の推進                  １２，８１６千円  

  ア がん検診の受診を勧める「がん検診受診推進サポーター」、「県民サポー

ター」を養成するとともに、市町村がん検診の精度向上を支援する。 

  イ 小・中・高生を対象としたがん教育出前講座を開催する。 

  ウ ピアサポーター（がん治療体験者）の養成研修と派遣相談を実施する。 

  エ 企業経営者向けにがん患者の就労に関する啓発講座を開催する。 

 

（２）がん医療提供体制の充実・強化          １２３，６９５千円  

  ア 地域がん診療連携拠点病院（１１病院）の質の高い医療提供体制の充実を

図る。 

  イ 在宅医療従事者にも対象を広げた緩和ケア研修を開催し、在宅における緩

和ケアの充実を図る。 

  

（３）小児・ＡＹＡ世代の若年がん患者への支援        ８，４３６千円 

    ＊ＡＹＡ世代とは、「Adolescent and Young Adult」の頭文字で、思春期世代と若年成人世代の 

         １５歳から３９歳の若い年代を指す言葉 

  ア 将来の子どもを産む可能性を残す妊孕性温存治療への助成を行う。 

        ＊妊孕性（にんようせい）温存治療とは、がん治療等により将来妊娠の可能性が消失しないよう 

生殖能力を温存するための治療のこと 

  イ 小児がん治療施設にＴＶ会議システムによるネットワークを運用する。 

 

（４）がん登録の実施とデータの利活用           ６，６０５千円  

  ア がんの実態を把握・分析するため、国内統一基準で全ての病院等の協力に

より、がん登録を推進する。 

  イ がん登録データの利活用について、周知し推進を図る。 

 



                                   

－７－ 

がん検診受診率向上の推進 

 

    担当 疾病対策課 がん対策担当 

                                            内線 ３６５１     

 

１ 目  的 

  がんは早期発見・早期治療により死亡率の低減が図れることから、早期発見に

必要ながん検診の受診率を向上させる。 

  令和元年度から３年間事業を実施し、令和４年度の国民生活基礎調査において

受診率向上（全国平均）を目指す。 

 

２ 予算総額   １０７，９９９千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん検診受診促進事業               １０１，３９５千円 

   県内健康保険組合の協力を得て、事業者に対し従業員にがん検診の受診勧奨

をしてもらうよう働きかけ、職域でのがん検診受診率向上を目指す。 

   具体的には、がん検診受診率が低い４０歳代の被保険者の検診受診件数が前

年度と比べて１人増えるごとに２，０００円の補助金を交付する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）個別受診勧奨事業                   ５，１７１千円  

   県内の健康保険組合に加入する被保険者が３０人未満事業所の４０歳代の従

業員に対し、個別受診勧奨を健康保険組合との連携により実施する。 

 

（３）職域がん検診実施状況調査事業             １，０７０千円 

   令和元年度に実施した実施状況調査結果を活用し、職域でのがん検診受診向

上につながる取組について検討する。    

 

（４）がん検診データ分析事業                  ３６３千円 

   令和元年度に実施したデータ分析事業の結果を市町村にフィードバックする

ことで、市町村が実施するがん検診の受診率向上の取組を支援する。 
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－８－ 

がんワンストップ相談の実施 

 

    担当 疾病対策課 がん対策担当 

                                             内線 ３５９９     

 

１ 目  的 

  働くがん患者の治療と仕事の両立を支援するため、（独）労働者健康安全機構埼

玉産業保健総合支援センターとの共催で、看護師、医療ソーシャルワーカー（相談

員）、両立支援促進員、がん経験者によるワンストップ相談を開催する。 

  特に、就労中のがん患者が仕事の帰りに立ち寄って相談できるよう、平日夜間に

相談会を開催する。 

 

２ 予算総額     ３，９１５千円 

 

３ 事業概要 

（１）相談頻度等     

   月２回 １８：１５～２０：３０  

（２）会場  

   埼玉県男女共同参画推進センター（Ｗｉｔｈ Ｙｏｕ さいたま） 

（３）相談対応職種 

   看護師、医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）、両立支援促進員及びがん経験者 

   ・ 両立支援促進員（社会保険労務士等の有資格者）は、（独）労働者健康安

全機構埼玉産業保健総合支援センターで対応する。 

   ・ その他の医療従事者は、がん診療連携拠点病院と埼玉県がん診療指定病     

院の協力を得て対応する。 

（４）その他 

   相談の結果、職場との調整が必要となった場合は、本人の同意を得て、両立支

援促進員が個別支援を行う。 

 



                                  一部新規 

－９－ 

自殺対策の推進 

 

担当 疾病対策課 精神保健担当 

内線 ３５６５ 

 

１ 目  的 

  県、市町村、民間団体が個々に実施している自殺防止対策の体系化を図り、連携し 

 て事業を実施することにより、埼玉県の総合的な自殺対策力の強化・充実を推進し、 

 自殺を抑制する。 

  また、市町村や民間団体が関係機関と連携・協力して、地域の問題に主体的に取り 

 組み解決する能力を醸成する。 

 

２ 予算総額   １７４，０８１千円 

 

３ 事業概要 

（１）若年層向けＩＣＴによる自殺対策事業（新規）       ３，８１１千円  

   県内の自殺に悩む若者をターゲットにしたＳＮＳ相談の実施 

  ア 子供たちが悩みを抱え、自殺が増える夏休み明け前後に実施する。 

  イ 相談内容に応じて緊急対応、専門相談、カウンセリング、居場所の紹介など 

   必要な支援に繋いでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）若年層向け自殺対策事業                 ２，８６３千円  

   小中高校生向けに相談窓口を記載したメッセージカードの配布や小中高校教職員 

  向け自殺予防研修の実施、ＮＰＯ法人さいたまチャイルドラインへの経費補助等 

 

（３）相談体制整備事業                    ７，３２０千円  

   弁護士等による多重債務や失業等の生活相談と精神保健福祉士等による心の 

  健康相談をあわせて受けられる「暮らしとこころの総合相談会」の開催等 

 

（４）ハイリスク地向け自殺対策事業              ８，５４４千円  

   駅コンコースや電車内における自殺予防啓発映像の放映や鉄道事業者に対する 

  ゲートキーパー研修の開催、駅ホームの青色ＬＥＤ等の自殺防止設備設置補助 

   

（５）市町村自殺対策事業費補助等             １５１，５４３千円  

   市町村が実施する自殺対策事業への補助や民間支援団体等との連携強化等 

 

相談員 

中学生 

高校生 

 



一部新規 

－１０－ 

在宅医療提供体制の整備推進 

 

 担当 医療整備課 在宅医療推進担当 

 内線 ３５４５ 
 

１ 目  的 

 異次元の高齢化に伴う医療・介護ニーズの増大を見据え、人生の最期まで住み

慣れた自宅で療養できるよう、在宅医療提供体制の整備を推進する。 

 

２ 予算総額     ９７，９９５千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療を担う医師の養成（新規）           ５，８６０千円 

    ・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し 

  ・主治医・副主治医制の導入など、チームで患者を支える体制づくりを支援 
 

 

 

 

 

 

 
 

（２）県医師会に協力してアドバンス・ケア・プランニング（人生会議）を普及  

                              ９，８６０千円 

  ・事前意思表明書を活用し、アドバンス・ケア・プランニング(※)を普及 

  ・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を

尊重した医療やケアを提供できる人材を育成 
    ※もしもの時のために自分が望む医療やケアについて前もって考え、家族やかかりつけ医などと繰り返し話し合い、

書面で共有する取組 

 

（３）在宅緩和ケアの推進                    １０，４５１千円 

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医

療機関や介護事業所との連携体制の構築 

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催 

 

（４）在宅医療を担う医師の負担軽減            ７１，２７５千円 

・在宅療養患者が急変時に入院できる後方支援ベッドの確保等 

 

（５）在宅医療連携拠点の機能強化                ５４９千円 

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施 

研修により在宅医養成 

副主治医 副主治医 

主治医 

薬局 

訪問診療医 訪問看護師 

在宅医療 

 

病院 

在宅医療のチーム 

ケアマネ 



                                  

－１１－ 

訪問看護体制の充実 

 

担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

内線 ３５３２ 

 

１ 目  的 

  在宅医療の推進のため、訪問看護師の確保・育成や訪問看護ステーションの経

営安定の強化、介護施設で働く看護師の研修体制の充実を図る。 

 

２ 予算総額     ２７，２２１千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療を担う幅広い分野の看護師確保・育成事業  １４，９１８千円 

  ア 訪問看護師の確保・育成 

    「新卒者等訪問看護師育成プログラム」を活用した合同研修の開催や 

   新任訪問看護師のOJT強化への支援、診療報酬請求に関する研修を実施する。 

    高校生や潜在看護師、病院看護師を対象とした現場体験実習を実施する。 

  イ 介護施設の看護師の育成 

    介護施設で必要な専門知識（摂食・嚥下障害看護など）を持つ認定看護師を 

現場に派遣し、介護施設で働く看護師の看護技術向上を図る。 

 

（２）２０２５年に向けた訪問看護推進事業費         ６，９５２千円 

  ア 訪問看護ステーションの経営安定化支援 

訪問看護ステーションの経営の安定化に向けた個別相談会の開催や総合相

談窓口の設置により、県内の訪問看護サービスの安定的な提供を推進する。 

  イ 訪問看護推進検討委員会の運営 

    質の高い訪問看護サービスの提供に寄与するため、関係団体や有識者によ

る検討委員会を開催し、本県の訪問看護に関する推進方策の検討を行う。 

 

（３）埼玉県訪問看護教育ステーション事業費        ５，３５１千円 

   人材育成の経験豊富な訪問看護ステーションが、在宅医療連携拠点と連携し

地域内の訪問看護師の人材育成を支援する。 



－１２－ 

地域在宅歯科医療体制の推進 

 

   担当 健康長寿課 総務・歯科担当 

   内線 ３５８１ 

                     

１ 目  的 

 地域在宅歯科医療推進拠点が、県民等からの相談に応じ、必要な在宅歯科診療

を提供するための調整を行う。歯と口腔の健康状態を改善することで、在宅患者

等の生活の質の向上を図る。また、貧困家庭の子供たちに対し、歯科健診や口腔

ケア指導、フッ化物洗口等を実施するなど個別支援を行い、健康格差の縮小と生

活習慣の改善を目指す。 

 

２ 予 算 額     １３２，７３８千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅歯科医療連携推進事業            １２６，１７２千円 

ア 切れ目ない歯科医療を提供するための入院患者の口腔内状況の評価 

イ 歯科衛生士による相談対応や受診調整、在宅歯科医療機器の貸出 

  ウ 歯科医師等が医科疾患の理解を深める研修会の実施 

  エ 歯科衛生士の復職支援相談会や研修会の実施 

（２）子供の健口支援事業（学習支援教室での歯科保健指導） ６，５６６千円 

  ア 歯科医師による定期的な歯科健診・受診勧奨 

  イ 歯科衛生士による口腔ケア指導・フッ化物洗口、歯科診療所の紹介 

  ウ フッ化物洗口への理解を深めてもらうための出張講座の開催 

 

受診調整

受診

口腔ケア指導
フッ化物洗口（週１回）
歯科診療所の紹介

学習支援教室
5か所でモデル事業

連携
調整

歯科医師

歯科健診・受診勧奨

調整会議

保護者
市町村職員
教員

学習支援教室
関係者等

出張
講座

歯科診療所

子供の健口支援事業

県民等

相談

訪問歯科診療
在宅歯科医療
連携推進事業

地域在宅歯科医療推進拠点

【歯科衛生士】

・入院患者の口腔内状況の把握

・患者等からの相談・受診調整

・歯科診療所との連絡・調整

15 か所で実施 



                                  一部新規 

－１３－ 

熱中症予防対策の強化 
 

    担当 健康長寿課 健康増進・食育担当 

                                  内線 ３５８５     

 

１ 目  的 

  熱中症のハイリスク者である高齢者等を対象とした草の根的な熱中症予防対策

を行う市町村や企業と連携し、熱中症による救急搬送者数の減少と死亡者「ゼロ」

を目指す。 
 

２ 予算総額     １９，９５６千円 
 

３ 事業概要 

（１）効果的な熱中症予防対策支援事業         １２，６１０千円  

   効果的な熱中症予防対策を行う市町村への補助制度 

    補助内容：５市町村×２，５００千円（補助上限額） 補助率１/２ 

 

（２）県民に対する熱中症予防啓発事業          １，３２４千円  

  ア 「まちのクールオアシス」推進 

  イ 包括連携協定企業とのコラボによる熱中症予防対策 

  ウ 熱中症予防アンバサダー研修会 

 

（３）災害対策アプリによる熱中症予防情報の提供（新規） ６，０２２千円 
 

 

熱中症予防対策強化事業
背景と目的

◆効果的な熱中症予防対策の実施の必要性
・救急搬送者数の約半数が高齢者
・住宅内での死亡事例が多数を占める
・全般的な周知の限界
(大手新聞社記事掲載、テレビ報道も多数)

⇒それでも被害拡大

市町村、企業と連携し、
”効果のある”
熱中症予防対策を推進

令和２年度事業（概要）

１ 効果的な熱中症予防対策を行う市町村への支援 12,610千円
ア 高齢者等への直接的な支援

自治組織や配食・新聞配達等の民間企業による見守りネットワークを活用した
熱中症予防声かけ運動など。

イ 地域の実態に合わせた熱中症予防対策
地域に出向いた出張型の熱中症予防講座の実施など。

２ 県民に対する熱中症予防啓発事業 1,324千円
ア 「まちのクールオアシス」推進（ステッカー作成）
イ 包括連携協定企業とのコラボによる熱中症予防対策
ウ 熱中症アンバサダー研修会（大塚製薬との連携）

３ 災害対策アプリ（まいたま防災）による熱中症予防情報の提供 6,022千円
まいたま防災に暑さ指数を配信するプッシュ通知機能を追加する等、
熱中症予防情報の提供を推進する。

草の根的活動の
重要性

一部新規

新



                                  一部新規 

－１４－ 

救急医療体制の強化 

 

担当 医療整備課 地域医療対策担当 

内線 ３５５９、３６４３ 

 

１ 目  的 

  重篤患者の救命率向上と後遺症の軽減を図るため、ドクターヘリの運航を引き続

き支援するととともに、新たにドクターヘリが運航できない夜間等も含むドクター

カーの２４時間運行を支援し、救急医療体制の更なる充実を図る。 

 

２ 予算総額   ２７９，２４８千円 

 

３ 事業概要 

（１）ドクターカーを活用した救急医療体制の充実（新規）  ２６，２９８千円 

 県の東西２か所の救命救急センターに、３６５日２４時間体制のドクターカー

広域運行拠点を整備し、夜間、天候不良時などドクターヘリが運行できない時間

帯や、救命救急センターへの搬送時間が長い地域において、迅速な医療を提供す

る。 

 

  ○ 広域運行拠点（救命救急センター２か所） 

   さいたま赤十字病院（さいたま市） 

   埼玉医科大学国際医療センター（日高市） 

 

  ○ 運行時間 

   ３６５日・２４時間 

 

【ドクターカー運行イメージ】 

 

 

 

 

 

 

（２）ドクターヘリ運航事業費              ２５２，９５０千円 

   埼玉医科大学総合医療センターに救急医療ヘリコプター（ドクターヘリ）を常

駐させ、消防機関からの要請に応じて医師や看護師を空路で救急現場に派遣し、

迅速な初期治療を開始するための運営体制を整備する。 

   併せて、消防機関からの重複要請等に対応するため、他県のドクターヘリとの

連携を図る。 

現場初期治療 救急車で病院へ搬送医師と共に現場へ急行

現場で合流



                                   新 規 
 

－１５－ 

外国人患者の受入環境の整備 
 

担当 医療整備課 総務・医療企画担当  

                 内線 ３５３５  

 

１ 目  的  

外国人が安心して受診できる環境を整備するため、関係機関による協議

の場を設置するとともに、外国人対応に係る医療機関からの相談に対応す

る窓口を設置し、医療機関の外国人医療提供を支援する。 

 

２ 予算総額     １０，９９５千円 

 

３ 事業概要  

（１）外国人医療対策推進費            ２，７３５千円  

   医師会、病院関係者、国際交流団体、消防など関係機関による協議

会を設置し、外国人患者の受入れに必要な情報共有や、救急受入れや

外来診察に対応可能な医療機関の指定など、外国人患者受入れ環境の

充実に向けた検討・課題整理を行う。 

 

（２）医療機関における外国人対応支援費      ８，２６０千円  

   外国人対応に係るノウハウと経験を有する専門業者に委託する相

談窓口を設置し、ビザ延長の手配や、海外保険会社との折衝方法など

医療機関の外国人対応に係る困りごと解決を支援する。 

 

 

協議の場  

 

利用時間：平日９：００～１７：００ 

※夜間、土日休日の相談窓口は国が設置 

医療機関を中心とした関係者による協議会 

→ 外国人患者受入れ環境の充実に向けた 

 検討・課題整理 

 

医療機関における外国人対応の 

ワンストップ窓口  

外国人患者受入れの環境整備のため

の協議会  



                                   新 規 

－１６－ 

難病早期診断体制の整備 

 

    担当 疾病対策課 指定難病対策担当 

                                        内線 ３４９６     

 

１ 目  的 

  難病は多様性・希少性のため、診断までに時間を要する事例があることが課題

になっていることから県内の難病早期診断体制を整備し、早期の正しい診断と良

質かつ適切な医療を確保する。 

 

２ 予算総額    １６，４００千円 

 

３ 事業概要 

（１）難病早期診断体制整備事業             １６，４００千円  

 難病がより早期に正しく診断できるための支援や、難病患者が良質かつ適切

な医療を確保できるようにする。かかりつけ医への診断支援や難病関係ネット

ワークと連携し適切な難病医療提供の体制を確保するため、難病診療連携拠点

病院の難病診療連携コーディネーターを新たに設置する。 

 

 

【難病診療連携拠点病院】 

 ・埼玉医科大学病院 

 ・埼玉医科大学総合医療センター 

 ・自治医科大学附属さいたま医療センター 

 ・獨協医科大学埼玉医療センター 

 

 

 



                                   

－１７－ 

 移行期医療支援体制の整備 

 

    担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                            内線 ３５６１     

 

１ 目  的 

 小児期から成人期への移行期にある小児慢性特定疾病児童等（子供の難病患者）

に適切な医療を提供するため、小児期及び成人期をそれぞれ担当する医療従事者間

の連携など支援体制の整備や患者の自立（自律）支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５，１７７千円 

 

３ 事業概要 

 移行期医療支援センター（県内医療機関を想定）にて、次の事業を行う。 

（１）小児期医療機関と成人期医療機関の連携促進 

（２）在宅介護や緊急時対応も含めた、受け入れ医療機関の確保 

（３）各医療機関の取組支援及び患者の自立（自律）支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小児期医療機関 

・ 胃腸科 

・ 循環器科 

・ 呼吸器科 

・ 血液内科 等 

県と移行期医療支援センターで橋渡し 

・移行先の成人期医療機関開拓 

・患者と医療機関への移行支援 など 

・大人になっても小児科を 

 受診するのは恥ずかしい 

・かかりつけ病院以外で 

 受診するのは不安 

成人期医療機関 

事業実施 

対応できる領域（診療科）

において受け入れますよ 

成人期医療機関

に行ってみよう

かな 

現 状 

完全に移行するまで継

続して関与します 

小児期医療機関 

 

・成人患者には適切な医療の提供 

 ができない 

・患者の受け入れ先がみつからない 

 

成人期医療機関 

当院だけでは対応できない… 

（専門領域外） 

ワンストップ対応 
（総合診療） 



一部新規 

－１８－ 

医師確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 医師確保対策担当 

                                        外線 ０４８－６０１－４６００ 

 

１ 目  的 

  医師の不足及び医師の偏在を解消するため、引き続き医学生に奨学金を貸与す

ること等により医師の確保を図るとともに、新たに後期研修医の県内医療機関へ

の誘導・定着を推進する。 

 

２ 予算総額     ８５７，４５８千円  

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県総合医局機構の推進             ９３，０９６千円  

  臨床研修医の県内医療機関への誘導、若手医師が安心して地域医療に従事で

きるキャリア形成支援、地域医療教育センターの運営など、埼玉県総合医局機

構において一元的・総合的な医師確保対策を実施する。 

 

（２）医学生・研修医の誘導・定着促進（一部拡充）   ７０２，２３６千円  

   医学生や研修医に奨学金や研修資金を貸与することにより、医師が不足して 

  いる診療科や医師不足地域（特定地域）への医師の誘導・定着を促進する。 

 

（３）医師にとって魅力ある埼玉ブランドの構築      １２，４３５千円  

  最先端の知識・技術を習得するための海外留学支援や、外部機関による臨床

研修プログラム評価制度の県内臨床研修病院への導入促進により、研修医等の

若手医師にとって魅力的な「埼玉ブランド」を構築し、医師の確保・定着と質

の高い医師の育成を図る。 

 

（４）後期研修医獲得定着事業（新規）          ４９，６９１千円 

   県外大学病院からの指導医及び専門医のチーム派遣、民間主催の合同説明会

への参加、臨床研修医向け後期研修スタートアップセミナーの開催により、後

期研修医を県外から獲得し、県内への定着を図る。 

 

［臨床研修医向け大規模合同説明会］ 



 

－１９－ 

看護職員確保対策の推進 

 

担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

内線 ３５４３ 

 

１ 目  的 

  急速な高齢化による医療ニーズの増大が見込まれており、看護職員の更なる確 

 保を図るため、看護職員の養成、復職支援、離職防止・職場定着を促進する。 

 

２ 予算総額     １，０４４，６０６千円 

 

３ 事業概要 

（１）看護職員の養成                  ６５２，１３２千円 

   看護職員を新たに育成するため、看護師等養成所の運営に必要な経費の一部 

  を補助するとともに、看護学生の実習受入れを拡充する施設を対象に実習指導 

  者の養成などを支援する。 

 

（２）潜在看護職員の復職支援              ３２，７８９千円 

  ア ナースセンターにおいて、資格を持ちながら就業していない方を対象に、 

   無料の職業紹介を実施するとともに、離職時の届出制度を活用した情報提供・ 

   相談体制を強化する。 

 

  イ 離職している方の技術的な不安を解消し復職を支援するため、県内各地の 

   病院など医療現場での講習会や個人の希望や経験に応じた採血などの基礎技 

   術に特化した講習会を実施する。 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

（３）離職防止・職場定着の促進            ３５９，６８５千円 

  ア 子どもを持つ看護職員等の離職防止と復職を支援するため、病院内保育所 

   を運営する医療機関に対して、その運営に必要な経費の一部を補助する。 

 

  イ 新人看護職員の早期離職の防止、職場定着及び看護の質を向上させるため、 

   看護実践能力の修得を図る新人看護職員研修の実施を支援する。 

 

 

 

 未就業 

離職 

無料の職業紹介 

復職に向けた研修 

情報提供・相談 

 

届出 復職 

ナースセンター 



                                  新  規 

－２０－ 

保健所への自家発電設備の緊急整備 

 

        担当 保健医療政策課 

           保健所・衛生研究所・県立大学担当 

        内線 ３２２９ 

 

１ 目  的 

 地震、台風等の災害の発生時に、停電が生じた場合であっても、保健所が災害時

要援護者の支援や感染症のまん延防止、医療機関との調整等、地域の健康危機に対

応した活動のできる体制を確保するため、保健所に自家発電設備を整備する。 

 

２ 予算総額     ３５１，６１０千円 

 

３ 事業概要 

 自家発電設備が未整備である保健所（１１か所）について、７２時間以上連続し

て電力供給が可能な自家発電設備を緊急に整備する。 

 

災害時
要援護者支援

感染症の
まん延防止

医療機関等との
連絡調整・情報集約

受援要請

・在宅の難病患者(人工呼吸器装着者等)、精神障害者などの安否
確認、医療機関との入院調整等の実施

・避難所での結核や風しん等のまん延を防止するため、市町村・医
療機関からの情報を集約し、罹患患者の受診・入院調整等の実施

・医療機関の被災状況や稼働状況等を確認し、EMIS(広域災害救急
医療情報システム)に入力する等、市町村、消防、医師会等と情報
共有の実施

・市町村からの保健医療活動チーム(医療救護班等)の受援要請を
集約、分析し、県保健医療調整本部、DMAT調整本部等と派遣につ
いて調整

発災時の保健所の主な活動

自家発電設備イメージ 



                                  新  規 

－２１－ 

災害時に活動できる薬剤師災害リーダーの養成 

 

    担当 薬務課 総務・温泉・薬事相談担当 

                                    内線 ３６２５ 

 

１ 目  的 

 「埼玉県災害時医療救護基本計画」に規定される災害時の医療救護活動に必要

な医薬品等の供給体制を強化するため、埼玉県災害対策本部や医薬品等の集積場

所などで活動できる「薬剤師災害リーダー」を養成する。 

 

２ 予算総額     ２，７２４千円 

 

３ 事業概要 

（１）薬剤師災害リーダーの養成              １，９４０千円  

 埼玉県と災害時の医療救護活動に関する協定を締結している一般社団法人埼

玉県薬剤師会に委託し、災害時に医薬品等の供給リーダーとなる薬剤師に対し

て、必要な知識や実技を習得させるための研修会を開催する。 

 

（２）薬剤師災害リーダーの活用                ７８４千円  

 災害時に薬剤師災害リーダーが円滑に活動できるよう、フォローアップのた

めの講習会を開催する。 

 また、埼玉県災害対策本部が設置された場合に速やかに災害対策本部に参集

して医薬品等の供給調整に従事してもらうため、薬剤師災害リーダーの中から

主任薬剤師災害リーダーを委嘱する。 

 

【薬剤師災害リーダーと主任薬剤師災害リーダーの役割】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県災害対策本部 

（保健医療調整本部） 
 

・ 医薬品等の供給調整 
 

 例）供給要請に基づいた 

    優先順位の決定、 

      数量の調整、 

      代替薬の提案 

          など 
 

・ 薬剤師チームの派遣調整 

   等に係る助言及び支援 

医薬品等集積場所 

（防災基地等） 
 

・代替薬提案への対応 

・医薬品等の仕分け 

・医薬品等の保管管理 

主任薬剤師災害リーダー 

医薬品等の供給要請 

供給指示 供給 

薬剤師災害リーダー 

被災地 

（医療救護所等） 
 

・医薬品等の 

 ニーズの把握 



－２２－ 

犬猫の殺処分数削減の推進 

 

                    担当 生活衛生課 総務・動物指導担当 

                    内線 ３６１７ 

１ 目  的 

野良猫の繁殖抑制を促進し殺処分の多くを占める野良猫の子猫の収容数を削減

するとともに、収容された犬猫の譲渡拡大を図り、殺処分数の削減を目指す。 

 

２ 予算総額     １０，０２３千円 

 

３ 事業概要 

（１）地域猫活動推進事業費                ２，５５０千円 

   動物愛護団体や自治会等と連携してモデル地区で地域猫活動に取り組む市町 

  村への助成及び地域猫活動の啓発 

 

（２）飼い主のいない猫の不妊・去勢手術活動推進事業費   ３，２００千円 

   飼い主のいない猫（いわゆる野良猫）の不妊・去勢手術費用を補助する制度   

を導入する市町村への助成 

 

（３）彩の国動物愛護推進員活動補助事業費         ２，６００千円 

   彩の国動物愛護推進員が行う「野良猫の不妊・去勢手術活動」を支援 

 

（４）譲渡拡大事業費                   １，６７３千円 

   譲渡ボランティア等の支援、県主催の譲渡会開催、子猫のミルクボランティ     

  ア制度実施、犬猫譲渡制度の広報強化 

 

 ＊ イオンリテール株式会社と株式会社ダイエーの電子マネー 

   「彩の国ハッピーアニマルＷＡＯＮ」カードからの寄附 

   （利用額の０．１％）を活用 

 



－２３－ 

食の安全・安心の確保 

 

 担当 食品安全課 食品保健・監視担当 内線３６１１ 

総務・安全推進担当 内線３４２２ 

１ 目  的 

  食品営業施設の衛生管理や食品の表示等に対する監視指導や食品の抜き取り検 

 査を行うことにより、生産から消費にわたる食の安全・安心を確保する。  

   生産者・食品等事業者・消費者によるリスクコミュニケーションを行い、食の 

 安全・安心に関する正しい知識を身に付け、自ら適切な判断ができるようにする。 

 

２ 予算総額     ８９，５３０千円 

 

３ 事業概要 

（１）食中毒予防対策・原因究明費            ９，５６６千円  

   食中毒の原因究明、事件の処理及び予防啓発を行う。 

 

（２）食肉衛生検査センター運営費           ４９，９７４千円  

   安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するための検査を行う。 

 

（３）彩の国食の安全・安心確保対策事業        １９，７９０千円  

   食の安全・安心確保のため、監視・検査を充実するとともに、事業者による 

  自主衛生管理の推進のため、国際標準として普及するＨＡＣＣＰの導入を支援 

  する。また、食の安全に関して学ぶ機会を設け、食の安全とリスクを判断でき 

  る人材を育成する。 

 

（４）食品残留農薬調査事業              １０，２００千円  

   日常食からの農薬摂取量の実態調査、食品の残留農薬等の試験法開発を行う。 

 

 

 

卸売市場での監視指導  子育て世代を対象とした講習会（食の安心サロン）の様子 

 



                                   

－２４－ 

市町村国民健康保険事業への支援 

 

担当 国保医療課 国保企画担当  内線 ３３５６ 

国保財政担当  内線 ３４２７ 

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５３，４１６，６７９千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整繰出金           ３２，４７１，６６３千円  

   市町村間における被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均衡

を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等※に対

して交付する。（保険給付費等の９％、県 10/10） 

 ※主な対象事業 

医療費適正化対策 特定健診・健康づくり 保険税徴収対策 その他 

･生活習慣病重症化予防対策 ･ﾍﾙｽｹｱﾎﾟｲﾝﾄ取組 

(ｺﾊﾞﾄﾝ健康ﾏｲﾚｰｼﾞ事業等) 

･診療情報提供事業 

･徴収対策 

･適正賦課対策 

･認知症検診事業 

等 

（２）国民健康保険基盤安定事業負担金        １４，９１２，５９６千円   

  ア 低所得者の保険税を軽減するため、その経費の一部を負担する。 

（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

    ・対象低所得者の拡充 

  （３人世帯の場合）給与収入 約２９１万円以下→約２９５万円以下 

  イ 軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

    （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

（３）高額医療費負担金繰出金            ５，１２１，５５７千円 

 高額医療費の発生による国保財政への影響を緩和するため、レセプト１件当

たり８０万円超部分の医療費の一部を負担する。 

 （国 1/4、県 1/4、市町村 1/2） 

（４）特定健康診査等実施事業費負担金繰出金       ９１０，８６３千円 

 生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特

定保健指導を実施する市町村に対し支援を行う。 

  （国 1/3、県 1/3、市町村 1/3） 



－２５－ 

後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

              内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度の運営が健全かつ円滑に行われるように、運営主体の広域

連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ７４，１１０，９０５千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費            ７４，０７８，６８５千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費        ３２，２２０千円  

後期高齢者医療制度に財源不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた 

め、基金の管理を行う。 
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財政リスクを分散・軽減する仕組み                

高額医療費に対する支援 
 

レセプト１件当たり 80万
円を超える部分を公費補填 

保険料軽減策 
 

低所得者等に対する保険料
軽減分 

 

後期高齢者支援金     

（現役世代の保険料）   
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